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マレーシア国民車プロジェクトと

裾野産業の形成

ーープロトン社によるベンダー育成一一

富紐
訳

兄八

ーカー11社が乱立し，市場を分け合っていた時

代には果たせなかった裾野産業の育成，特に同

国のブミプトラ政策（注3)のもとでのプミプトラ

企業の自動車部品産業への進出が促進されたと

いう点で重要な意味を持つ□14)。

本では，プロトン社によるベンダー（下請

け企業）育成の実態とそれらが主にどのベンダ

ーに集中したか，さらにはヘンダー側はプロト

1983年 5月のプロトン社 (PerusahaanOtomoー ン社による種々の支援をどのように評価してい

bi! Nasional Bhd.，略称Proton)（注いの誕生と85 たかを分析する。現地での調査は1993年8月か

序

I プロトン社の役割

II プロトン社によるベンダー育成

III プロトン・ベンダー

N ベンダーによる評価

v 結沿

序

年9月からの国民車サガ (Saga)の国内販売の ら11月にかけて集中的に実施し，本稿でもこの

開始によりマレーシアの自動車産業は新たな時 時点の分析が中心となる。ただし，その後のフ

代に突人した。マレーシアの屯化学I業化の担 ォローア、ノプ調社の結果も必嬰に応じて記すこ

い手であるマレーシア甫工業公社 (HeavyIndus- ととする。

try Corporation of Malaysia,以下 HICOMとす

る）と三菱自動車工業（以下，二菱自エとする），

；羨菱商事の合弁企業として設立されたフロトン

社は国家の威信をかけたプロシェクトであり，

輸人部品0)関税免除などさまざまな優遇措阻に

より，国内市場におけるシェアを拡大していっ

た。その結果 1995年の国内販売台数は 14.4万

台，乗用車の国内市場でのシェアは約7(）％に達

し⑪2)，ガリバー型寡占の様相を呈している。

また，プロトン社による一貫生産の開始は，そ

れまでの CKD(Completely Knocked Down)メ
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（注 l) プロトン社の設立時の資本金は 1億5000

万リンギであり，出資比率は HICOM（マレーシア祖

工業公社） 70%，没菱自工． ：：菱商事がそれぞれ15%

であった。 1992年に株式を上場し， 96年現在の出資

比率は HICOM27.5%，三菱自工，三菱商事それそ

れ8.5邸大蔵省投資会社17.5%，一般株:t:-18.0％て

ある。 '1酋．産能力は年産約16)j台，従業員数絲J5200)、

である。以上，プロトン社内資料による。

（注2) プロトン仕内資料による。

（注3) マレー系，華人系， インド系(i民からな

る多民族国家であるマレーシアにおけるマレー人優

先政策であり．マレー人の経済的地位の向 t:．をH的

とする種々の政策か含まれる 3 プミプトラとはマレ

『アジア経済』 XXXIX-5(1998.5) 



Ⅰプロトン社の役割
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ー語で「土地の子」を意味する，

（注 4) マレーシアの自動車産業については以下

を参照のこと。鳥居高 r転換点のマレーシア自動車

産業」（林俊昭編『アジアの工業化一高度化への展

望一ー』アジア経済研究所 1987年）／鳥居高「製造

業における資本所有構造の再編過程―-自動車産業

の事例研究一ー」（堀井健三編『マレーシアの社会再

編と種族問題一ープミプトラ政策20年の帰結一ー』

アジア経済研究所 1989年）／CheePeng Lim and 

Fong Chan Onn, "Ancillary Firm Development in 

the Malaysian Motor Vehicle Industry," in The 

Motor Vehicle Industry in As印， ed.Odaka Konosu-

ke (Singapore: Singapore National Printers, 1983) 

/Doner Richard F., Driving a Bargain: Automobile 

Industruzlization and Japanese Firms in Southeast 

As印 (Berkeleyand Los Angeles: University of 

California Press, 1991)/MIDA/lJNIOO, Medium 

and Long Term Industrial Master Plan Malaysia 

1986-1995, Volume II, Part 9, Transport励uip-

ment Industry (Kuala Lumpur, 1985)．また，特にプ

ロトン社については以下を参照のこと。梱守哲士「H

本自動車企業とマレーシアの国民車プロシェクト」

（丸山恵也編『アシアの自動車産業』亜紀書翔 1994 

年）／CheePeng Lim, "The Malaysian Car Industry 

at the Crossroad: Time to Change Gear?," in The 

Malaysuzn Economy at the Crossroads: Policy Aj瓜 I-

ment or Structur(/l Tr(/r研）r叩 tion,ed. Lim Lin 

Lean and Chee Peng Lim (Kuala Lumpur: Malay-

sian Economic Association, 1984)/Chee Peng Lim, 

"The Proton Saga No Reverse Gear! The Eco-

nomic Burden of Malaysia's Car Project," in The 

Sun Also Sets: Lessons in'Looking East', 2nd. ed., 

ed. Jomo K.S. (Kuala Lumpur: Insan, 1985)/S. 

Jayasankaran, "Made-in-Malaysia: The Proton 

Project," in Industrialising Malaysia: Policy, R豆

formance, Prospects, ed. Jomo. K.S. (London: Rout-

ledge, 1993)/Jomo K. S., "The Proton Saga: Ma-

laysian Car, Mitsubishi Gain," in Japan and Malay-

sian Development: in the Shadow of the Rising Sun, 

ed. J omo K. S. (London: Routledge, 1994)/Macha-

do Kit G., "Proton and Malaysia's Motor Vehicle 

Industry: National Industrial Policies and Japanese 

Regional Production Strategies," in japan and 

マレーシア国民車プロシェクトと裾野産業の形成

Malay'Sian Development..., ed. Jomo K.S .. 

I プロトン社の役割

プロトン社の設立が意味するところは単に国

民車の生産による国威の発揚や，第1次中長期

L業化基本計画(Mediumand Long Term Indus-

trial Master Plan Malaysia 1986-1995,通称IMP

l)でも指摘されていた国民車による自動車産業

の再編，集約化の第 1段階，さらには1980年代

に開始された重化学工業での輸人代替（第2次

輸人代替）の一つのシンボルというものだけで

はなかった。より具体的かつ重要ないくつかの

役割を同社は担っていたのである。以下ではそ

れらのうちベンダーの育成に関連する事項を取

り上け検討を加える。

まずプロトン社に課せられた役割は後方連関

を積極的に創出し，裾野産業である部品産業を

育成することであった。国策企業として使用す

る部品の国産化は不可避であり，それを可能に

する部品産業の育成がプロトン社設立の目的の

なかにも明記されていた儘 1)。過去の CKD主

体の時代には主要な部品は輸人され，さらに

CKI)メーカーの乱立もあり，部品産業は十分に

は成長していなかった。ところがプロトン社に

よる一貫生産の開始はこれまでの CKD生産と

異なり， 3万点ともいわれる多数の部品を必要

とする自動車組立を支える部品産業育成の道を

開くこととなった。プロトン社の生産規模から

して国内の部品メーカーか規模の経済を充分に

ti受するには至らないものの．これまでの状況

と比較すればプロトン社が圧倒的な市場シェア

を握ることにより，プロトン社向けの部品に限

っては市場規模は拡大し，この市場に向けて既
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存の部品メーカーによる供給の増加と新規企業

の参入が可能となった。また，プロトン社は主

要輸出先となる英国への輸出の際に GSP（特恵

関税）の対象となるように国産化率を60％に引

き上げねばならず， このことも部品の現地化促

進に貢献した。

ブミプトラの製造業への参入促進もプロトン

社が果たすべき責務であった。これは実際には

2つの側面を持つ。 一つはプロトン社自身が他

の公企業同様ブミプトラを従業員として雇用す

ることである。ブミプトラ政策のもとマレーシ

アでは特に彼らの商工業部門への参人の促進を

はかっている。その結果，プロトン社の従業員

もその大半をプミプトラが占めることとなった。

特にプロトン社をはじめとする重工業部門では

男性労働者，とりわけ技術者などの職種におけ

るブミプトラの比重の増大か企図されている。

もう一つは，上記の裾野産業の育成にも関連す

るが，プロトン社がプミプトラ企業の部品産業

への参入を促進することである。プロトン社が

部品メーカーの育成をいうとき，その対象はプ

ミプトラ企業中心とされていた。国策企業のプ

ロトン社であるがゆえにマレーシアの社会・経

済政策の要諦をなすブミプトラ政策から離れる

ことはできず，むしろ積極的にブミプトラ企業

をバック・アップすることになる。そして，ブ

ミプトラ企業のなかでも育成の中心となるもの

は，種々の経営資源のイ＜足する中小企業である。

後述するように政府の中小企業育成策の一つで

あるベンダー育成プログラム (Vcndor Develop-

ment Programme: VDP)mi)の第1号のアンカ

ー企業（中小企業を育成すべき大企業）もプロト

ン社であった。

最後に技術移転と技術者の養成の観点からプ
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ロトン社の役割を考察する。 CKD生産に特化

していたマレーシアの自動車産業において一貫

生産をおこなうには新たに海外から技術を導入

する必要があり．その手段として外国企業との

合弁が企図され．三菱自エがパートナーとなり

技術面のサポートをおこなっている。三菱自エ

からプロトン社への技術移転はプロトン社側に

とっても重要なものであったし，技術移転の一

つのモデル・ケースとなることも期待されて

いた。自動車産業においては設計，開発．生産

工程の改善，ベンダーの育成などで多数の技術

者を必要とするが，彼らの養成もプロトン社に

とって急務であった。これらが三菱自工の協力

をえることによって可能となったといえよう。

技術は属人的な側面が強く． OJT(On the Job 

Training)を中心とした研修を通じて移転され

る部分か多いため，技術移転と技術者の養成は

表裏一体の関係にあるといえる。三菱自工は事

前にプロトン社からの研修生の受け人れをおこ

なうとともに，工場の立ち上げの時期には約

l(）（）名の日本人を派遣している c その後も三菱

自」、ムによる研修は重要部品の内製化と関連した

新規の技術導入に際し継続的におこなわれてい

る1:t'l)。しかし，一方では三菱自上による技術

移転が進んでいないという批判もあるは4)。筆

者によるプロトン社でのヒアリングでも三菱自

工側とプロトン社側の技術移転の認識にギャッ

プがあるように思われた。

また，現地調査から，技術者を中心にプロト

ン社からベンダーに転出するも 0)が多いことが

明らかとなった。これは人材の流出に伴うハー

ド．ソフトの技術のベンダーヘの移転の可能性

を示唆するものである。



Ⅱプロトン社によるベンダー育成
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（注 l) 国民車プロシェクトの目的として以下が

あけられている。 Il)自動車関連技術・技能・ノウハ

ウの習得，向上を通じた，マレーシア自動車産業の合

理的発展，および自動車関連産業の育成，発展，裾

野拡大。 (2)マレーシア市場のニーズを満たす独自モ

デルを購人しやすい価格で提供。 (3)自動車産業への

ブミプトラの参加。プロトン社内資料より抜粋。

（注 2) プロトン社の場合はプロトン・コンポーネ

ント・スキーム (ProtonComponent Scheme: PCS) 

と呼はれた。 PCSおよびVDPはアンカー企業が育成

の対象となる中小企業の製品を購入し，必要に応じて

指導をおこなうものである c 詳細については Minis-

try of Industry and International Trade Malaysia, 

Malaysia: International Trade and Industry Report 

1993 (Kuala Lumpur: Government Publishing, 

1993), p.190／穴沢慎「在マレーシア[1系企業による

中小企業育成」（「商学討究』〔小樽商科大学〕第45巻

第3号 1995年 1月）を参照のこと。

（注3) 三菱自tによる研修などについては以下

を参照のこと。 ShiodeHirokazu, Japanese Invest-

ment in Southe心tAsia: Three Malaysian Case 

Studies (Hong Kong: Center for the Progress of 

Peoples, 1989)／西原孝「ナショナルカープロジェク

ト『プロトンサガ』発進」（マレーシア日本人商工会

議所(JACTIM)『会報』 No.9 1985年）／林悼史「束

アジアの技術蓄積と日本的技術移転システム」（陳灼

富・林悼史編著『アシアの技術発展と技術移転J文員

堂 1995年）。

（注4) マハティール首柑か．．：．菱自エからプロト

ン社への技術移転が進んでいないと批判。 Machado

Kit G., "Proton and Malaysia's Motor Vehicle 

Industry..., " p. 308 

II プロトン社によるベンダー育成ほ I)

ベンダーの育成はそれに成功するならば，長

期的には産業全体の発展にも寄与しうるもので

ある⑪2)。マクロの経済発展の視点からは下請

けシステムは技術の浸透，普及を促進し，低開

発国の社会的能力の向上に貢献しうるという考

えがあるば3)。また，機械産業における下請け

マレーシア国民車プロジェクトと裾野産業の形成

システムは資本集約的な親会社のもとでより労

働集約的な下請け企業群を形成し，産業全体と

しての労働集約性を増加させるように作用する。

さらに，下請けシステムは分業生産組織ぼ4)を

形成することであり，これは，生産工程が細分

化されうる機械産業，特に自動車産業において

最も効率的に機能すると考えられる。

プロトン社によるベンター群の形成も同じく

分業牛産組織の構築であるか，部品産業の発達

か遅れており，これらの育成もその企業目的と

する同社にとっては既存の部品メーカーを傘下

に置くだけでなく，技術をはじめとして各種の

経営資源が不足するベンダーをも擁することと

なる。そのためプロトン社によるベンダー育成

は分業生産組織を形成する過程てベンダーに不

足する各種経営資源を補う）j策ともいえる。育

成の対象となるペンダーにとっては，プロトン

社が所有する経営資源はほとんどコストなしに

それにアクセスできるという意味で「クラブ

財」的な側面が強いものとなる⑪5)。一方でプ

ロトン社はベンダー育成のためにその所有する

経営資源を投入するため，本来，下請けシステ

ムにおいて想定される親会社の研究開発などの

分野への特化が困難となり，下請けシステムが

有するメリットを充分に享受しえないと考えら

れる。これはプロトン社が国策企業である以上

やむをえないことではあろうが，将来的にベン

ダーの能力が向上し，充分な経営資源を有する

に至れは，本来えられるであろうメリットを享

受することも可能となる。

これまでのプロトン社によるヘンダー育成の

経緯を振り返ると，それは必ずしもプロトン社

の設立当初から積極的におこなわれたわけでは

なく，本格的なベンダーの育成は1988年以降の
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表 1 プロトン社による部品現地化

（部品数）

年
プロトノ

＾ 内製部品
現地企榮 Resourced 合計

1985 

1986 

1987 

1988 

1989 

1990 

1991 

1992 

199:{ ! 

1994’ 

1995 

1996 ! 

1997 

合,it

176 

47 

1 4 

108 

174 

5 

52 

50 

59 

19 

190 

1 1(） 

4 i 159, 
| 

~269 I 131+269 

135 ! 1,439 

n.a. 

n.a. 

n.a 

532 

n.a. 

n.a. 

n.a. 

（出所） プロトン社内資料C‘

12 

228 

97 

73 

127 

376 

-2 113 

0 163 

8 139 

9 ・ 1, 58:l 

13, 545 

n.a. 384 

n, a ] 72 

n. a'll6* 

4,116 

（注） 数値は各年の増減数を表す。 1992年にプロト
ン社の内製部品か減少した理由はプロトン社の部
品生産f会社の設立とそちらへの移悴による＿ま
た， 1993年に現地企業による部品か紅増した理由
はIHモデルと並行して新モデルヘ0)既存のベンタ
ーからの新たな部品の供給が開始されたことによ
かなお． ResourcedとはASEAN域1勺0)関連企
業からの供給を意味する，
* 1997年のテータは． 7月末現在のも 0)である。

こととなる。その理由としては以下の要因があ

げられる。まず，プロトン社によるベンダー育

成の前提としてミ菱自エからプロトン社への技

術移転と技術者の養成があげられるが，これに

は当然一定の期間を必要とする。プロトン社白

身が新典の企業であるため，種々の経営資源の

蓄積に時間を要したのである。次に。プロトン

社が生産を開始した1985年はマレーシアか独立

後初めてマイナス成長を記録した年であり，自

動車需要も大幅な落ち込みを記録した。そのた

めプロトン社の販売も予測を下回り，赤字を計

表 2 プロトン社の新規ヘンダー数

（単位：社）

年 I杓I 況 年
新 規

‘̂‘ヽ＇ダー数 ベンダー数

17 1993 19 

16 1994 3 

7 1995 10 

6 1996 13 

21 1997 10* 

11 

21 

7 合計 161 

（出所） プロトン社内資料。
（注） ＊1997年のデータは， 7月末現在のものて
ある。

ダーを育成するだけの余裕はなかったといえよ

う。他方で， 1985年以降の円高のため，日本か

らの部品の輸入は割高となり，円高の定着に伴

ぃ，現地調達のコスト面のメリットは増大した。

さらに， 1988年には日本人が同社の社長に就任

している。これ自体画期的なことであるが． ， 

方てぱこれにより現場屯視やヘンダー育成の徹

底がはかられたことは否めない。同年には新モ

デルの導人が決定され．それに向けて新たにベ

ンダーの選定か進められたこともヘンダーの育

成に弾みをつけたといえよう。後述するプロト

ン・コンホーネント・スキームもこの年から開

始された。また，既述のように， 1989年から怠、

培する英国への輸出に際し， GSPの対象とな

るように国産化率を引き上げることが不可欠で

あった。

上品の要因によりペンダー育成は1988年に本

格化するが．その効果が実際に現れるのは翌89

年からである。その様fを部品の国産化の進展

（表 1) とベンダー数（表 2) の推移から考察す

上するなど苦境に立たされることとなり，ベン る。表 1より部品の国産化はプロトン社による
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内製化と現地企業による供給に大別されること

がわかる。このうち内製化は年によりかなりの

変動があるが， 1988,89年に増加している。一

方，現地企業から供給される部品の点数は1989

年に急増し，その後も100点以tJの増加がみら

れる。表2は新規のベンダー数をポしているが，

生産開始直後の1985,86年に続き，特に89年か

ら93年にかけてベンダー数も増加している。

プロトン社は，ベンダーの有する問題点もし

くは支援を必要とする領域として，以下の4つ

があげられるとしている。第1は経営管理能力

である。これはベンダーの経営者は経営に関す

る知識はあるが，それを現実に応用する能力に

欠けるという点である。第2は研究開発や製造

に関する技術力の欠如である。第3として生産

ラインでの不適切なサポート体制があげられて

おり，より具体的には品質管理と「．程竹理に問

題があるとしている。そして最後に変化への対

応能力の欠如があげられている（叶6）。これらの

領域でのベンダーの能力向上を目指してプロト

ン社による個々の具体的なベンダー育成方策が

実施される。それらに言及する前に，まず，プ

ロトン社によるベンダー育成システムの全体像

を把握する必要がある。図lはこれを表したも

のである。同図にあるようにその流れは(1)部品

の抽出，（2）ベンダーの抽出，（3）ベンダーの選抜，

(4)継続的支援，（5）長期目的，に分けられ．それ

ぞれの瑣Hはいくつかのより具体的な内容を包

含する。このシステムは部品の現地化政策のな

かで実施されているが，プロトン社側もこれま

でこ 0)システムはイ！効に機能していると評価し

ている。そして，全体の流れはフィージビリテ

ィ・スタディ，試作，大量生産の段階に柑当す

る(1)から(3)とその後の継続的支援以下の(4)と(5)

マレーシア国民車プロジェクトと裾野産業の形成

図 1 プロトン社によるベンダー育成システム

(11 部品の抽出

2 ベンダーの抽出

► 年間計画

► 長期生産計画

► エンジニアリングコスト評価

► コスト評価の再検討 ， 

► 4M の評価（人材． 材料．機

械．方法）

► ベンダーの評価

► マッチ・メイキング 1 

► プラン． ドゥー，チェック， 9 

アクション

ニ．→• □̀. ： | •つ―‘-‘●→、~···、•一
1 

► プロトン社の政策

---シング）レ・ソーシング

一投資の無転換

ー現有設備の活用，最適化

ープミプトラ・ベンダー優先

► ペンダーの指定

3 ペンダーの選抜 フィージピリティ・スタデ

14 継続的支援

ィ段陸

一価格評価と交渉段階

ー育成（開発）段階

ー大量生産段陪

ー政府技術支援スキーム

(VDP) 

► QC 監査

► 長期生産計画に関する事前の

情報

► 海外市場浸透

► 特別プログラム

--QCD 

-PPP（プロトン悌力会）

ーマッチ・メイキング

ーー政府技術支援スキーム

(VDP) 

| 1 -

I 5 長期目的 ：：：管理~l ► OCD 

（出所） Ab. I{ahim Bin Hu;,；l-n,“ProductlVlty 
Improvement Programme for Proton's Vendors," 
Paper presented at the National Productivity 

Center Seminar, 18 May, 1993, p.13. 
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の段階に分けることができる。

ベンダーの選抜の基準としては払い込み資本

金が少なくとも50万リンギ以上であることがあ

げられるが，プミプトラの出資比率が55％以上

であることが望ましいともされている（注7)。ま

た，ベンダーの抽出からベンダーが実際に製品

をプロトン社に納人するまでのリードタイムは

15カ月から27カ月といわれている。

なお，プロトン社においてベンダーの育成を

直接担当する部署は購買・下請け企業開発部

(Procurement and Vendor Development Depart-

ment,以下 PVDとする）である。 PVDは部品

等の購入について責任を持つだけではなく，そ

れに関連してベンダーの開発，育成にも責任を

持ち， PVDがベンダー育成関連の諸活動の中

心となるのである。しかし、 PVDのみが実際

にベンダー支援をおこなうのてしよなく，実行に

あたっては他の部署の協力をえて全社的にこれ

をおこなっている。以下では具体的育成策を考

察するが，記述内容は調査時点 (1993年後半）

を中心としている。

1. プロトン・コンポーネント・スキーム

プロトン・コンポーネント・スキームは，政

府の中小企業育成の中心の一つとなっているべ

ンダー育成プログラムの先駆けとなったプロジ

ェクトである。このスキームのもとプロトン社

がアンカー企業となり育成すべき中小企業（資

本金が250万リンギ未満で，ブミプトラの出資比率

が70％以上であり，従業員の55％以上がプミプト

ラである企業）の製品を優先的に購人すること

により，彼らに市場を提供する。また，必要に

応じて技術面の支援をおこない，工場への新た

な生産工程の導入や，工程の改善，人材のモニ

タリングもおこなう。実際には後述する QCD
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チーム， 4Mチームなどかさまざまな支援をお

こなっている。さらに，プロトン社は育成すべ

き中小下請け企業への政府融資の窓口となる。

プロトン・コンポーネント・スキームの対象企

業に対して政府から上限100万リンギの融資が

なされるが，プロトン社は企業の選定に際し当

該企業の技術などの評価をおこない，その結果

を協議して融資対象企業か決定される（注 8)。決

定に際してはプロトン社のほかに通産省，大蔵

省，総理府， MIDF(Malaysian Industrial Devel-

opment Finance), HICOM, SIRIM (Standards 

and Industrial Research Institute of Malaysia) 

が協議に参加する。プロトン社自らが対象とな

りうる企業を探索することはなく，中小企業各

社が申請する形式がとられている。この制度は

1988年12月から開始され， 94年の時点で19社が

承認され，融資を受けている。プロトン・コン

ポーネント・スキームは政策的にブミプトラ中

小企業の育成をはかるものであるが，政府から

の融資を除くと，他のペンダー育成のための諸

方策と・＋体となって実施されているといえる。

2. プロトン社による巡回指導

プロトン・サガの新型モデルであるイスワラ

(Iswara)の開発の段階 (1988年）からプロトン

社はベンダーの育成を本格化していく。開発の

段階からベンダーが参加するという日本の方式

を採用し（ただし，ベンダーの参加の度合いは日

本の場合ほど高くはない），それに伴いこれらベ

ンダーかより高い品質の部品を生産できる体制

を支援することになる。必要に応じて企業経営

の基本に至るまで，プロトン社はベンダーに対

して指導する。基本的にはすべてのベンダーに

対して巡回指導がおこなわれるものの（注9)，個

々の企業の規模，操業年数，技術力等を勘案す
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れば，プロトン社が特に力を傾注して育成すべ

き企業群は限定される。巡回指導のうち本稿で

は特にQCD活動， 4M活動に焦点を当てる。

プロトン・サガ．ィスワラに続く新型モデル

であるプロトン・ウィラ (Wira)の導入のため

に，同社は1992年3月から QCD活動を導入し

た。 QCDとはQuality（品質）， Cost（費用）．

Delivery（配送）であり，具体的には工場内の

設備のレイアウトや，生産工程，生産計画，人

材活用の見直しによる生産性向上とコスト削減，

品質向上，そして効率的な配送を達成しようと

いうものである。もとはといえは， 2 S • 3M 

運動（整理，整頓・ムラ，ムリ，ムダの排除）か

ら始まりこれが発展したものがQCD活動であ

る。 QCD活動はPVDO)みで遂行できるもので

はなく，打然全社的な取り組みとなり，品質管

理，生産，計画，管理，ェンシニアリング，研

究開発の各部署の協力をえて， 1チーム 5名か

らなる QCDチーム (10チーム）がベンダーに

派遣された。巡回の頻度は 1カ月に 1, 2回で

あった。 QCD活動は当初は次に述べる 4M活

動が開始される直前の1992年8月までとされて

いたが，実際にはその後も継続されていた。

品質に関しては製品の納人開始前にテストが

あり，これに合格しないとプロトン社のベンダ

ーとはなれない。製品のテストは調査時点では

依然として日本に送られておこなわれていたた

め，結果が出るまて長い時間を要していた。技

術力不足のために品質か基準に達しない場合は

必要に応じて技術提携などにより，その品質を

向上させることになる G コストについてはプロ

トン社が使用する原材料の価格をはじめ，製品

の原価をチェックする。これにより，後述する

シングル・ソーシングをおこなっているにもか

マレーシア国民車プロシェクトと裾野産業の形成

かわらす．プロトン社は部品価格の不当な高値

を排除しえたのである。配送についてはプロト

ン社もジャスト・イン・タイム (JIT)システム

を採用し．部品によっては20分おきに配送され

るものもある。これらの部品の配送の遅れは即，

生産ラインに影響するため厳しくチェックされ

る。そのため，プロトン社のベンダーは同社の

工場から半径50キロ以内にあることが望ましい

とされている。

QCD活動についてはベンダーからも評価が

高い。しかし． 1993年末の時点でも，依然とし

てベンダー全体の3分の 1弱が何らかの問題点

を持ち（注10)．プロトン社による支援を必要とし

ているっ支援の対象は主に歴史の浅い中小企業

となることが多いが，外資系企業のなかにもプ

ロトン社から問題ありとされる企業もある。

続いて1992年9月に，プロトン社はベンダー

への4M活動を開始した。 4Mとは英語の頭文

字Mで始まる Manpower（人材）， Material（材

料）， Machine（機械）， Method（方法）のこと

であり，これらを経営の重要要素とし，それぞ

れをチェックすべく，チームを編成して，ベン

ダーヘ派遣したのである。 1チームは 5~8名

からなり，合計20チームか編成され，各チーム

は1~ 4社のベンダーを担当する。メンバーは
エンジニアリング，品質管理などの部署から選

出され，アドバイザー的な役割を果たす日本人

1名が含まれる。これらの4Mチームが1カ月

に1, 2回の割合でベンダーを訪問し，指導す

るのである。 4M活動もプロトン・ウィラの開

発の段階で導人されたものであるか，まず，第

1段階として各ベンダーについて 4Mの評価が

おこなわれる。第2段階では新規の大量生産に

向けての準備がおこなわれ，プロトン社とベ
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ンダーの間で PPCM(Production Preparation 

Confirmation Meeting)や PQCM(Production 

Quality Confirmation Meeting)がもたれる。そ

して第3段階では．大量生産においても高品質

の部品の生産を維持するよう継続的な指導がお

こなわれる。

ベンダーの巡回指導としての QCD活動と 4

M活動は実際には相互補完的であり． QCD活

動のなかでも実質的に 4Mに関する評価もおこ

なわれている。なお， 1993年以降さらに TCA

活動 (TargetCost Achievement Activities)を開

始し．コスト削減0)ための努力がなされているぐ

TCA活動では 5人でチームを作り，ベンダー

の生産工程をチェックし，原価を調べている。

その他に，ベンダーに対しプロトン社による年

に1回の監査がなされる。

巡回指導によるベンダーとの直接的な接触の

メリットは，これが文書や，電話による接触よ

りも「媒介の豊かさ」 (mediarichness)の程度

が高いことである。かつ，現場での具体的な指

導がおこなわれることにより，その効果は一層

高まる。また．接触の頻度か高まるにつれ．

「情報の多義性」が減少し，お互いのパーセプ

ション・ギャップも減少し，コミュニケーショ

ンがスムーズとなる。これについてはプロトン

社からベンダーヘ転職した人々の果たす役割も

大きい。巡回指導はプロトン社側からすればベ

ンダーからの情報を直接入Fする機会を持つこ

とでもあり，これが原材料などの原価に関する

ものであれば，価格決定の際にベンダーの機会

t義的な行動を抑制することが可能ともなる。

いずれにせよ，プロトン社とベンダーの直接的

接触により信頼財0)形成が促進されたとし、えよ

ぅほ11)0 
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なお， 1996年末の筆者によるプロトン社での

ヒアリングから，すでに QCDや4M活動のた

めに特別にチームを編成することはせず．シス

テム的に PVD, 品質管理，研究開発の部署か

らベンダーヘ人を派遣するように形態が変化し

たことが明らかとなった。

3. マッチ・メイキング

プロトン社による技術支援 (TechnicalAssis-

tance Arrangement)の一つがマッチ・メイキン

グ(MatchMaking)であり，これは広い意味で

のプロトン・コンポーネント・スキームに含ま

れる。現地ベンターがプロトン社の要求する製

品を生産できないケース，またはその品質がプ

ロトン社の要求するレベルに達しないケースが

起こりうるが，これに対してプロトン社は，主

｛こ二菱自上のF請け企業との技術提携を進める

ことによりベンダーの技術力の向上をはかって

いる。プロトン社，三菱自エともにアセンブラ

ーであり、特定の部品の生産については下請け

企業に全面的に依存しなければならない場合が

ある。生産工程の改善なと製造技術については

プロトン社がこれを指導することができるが，

特殊な生産技術についてはプロトン社は対応で

きないは12）。その際にプロトン社が三菱自エと

協力してベンダーと主に三菱自工の下請け企業

とのマッチ・メイキングの橋渡しをする。 1995

年までにマッチ・メイキングにより技術支援を

受けたベンダーは40社にのぼり，うち35社は日

本の企業とのマッチ・メイキングであった（注13)C

日本の提携先の大半は三菱自工の協力会である

泊会のメンバーてある。実際にマッチ・メイキ

ングをおこなっているベンダーにその内容につ

いてヒアリングをおこなったが，主な支援内容

ぱ提携先からの技術者の派遣，機械の購入やそ
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れらのレイアウトに関する助言，従業員の研修

などであった。

4. シングル・ソーシング

マレーシアの狭溢な国内市場ゆえにプロトン

社でさえも充分な規模の経済を享受しえないが，

このことは部品メーカーについても同様に当て

はまる。ただでさえ狭い市場で，もしプロトン

社が個々の部品について複数のベンダーから購

人することになればますます生産規模が縮小す

ることになる。これは，ベンダーの育成という

観点からも屯ましい姿ではなかった。日本のよ

うに生産規模が大きい場合は複数0)F請け企業

が詞ーの製品を納人することにより，アセンブ

ラーは下請け企業を競合させ，それにより生産

効率の向上，コストの削減を促すことかできる 3

しかし，それも生産の規模が大きく， さらにF

請け企業もアセンプラーの要求に応えられるだ

けの能力を持っていることが前提となる。この

ような前提が欠如するマレーシアにおいては，

日本とlri)様のプルーラル・ソーシングはかえっ

てベンダーの育成の妨げとなる。そのためプロ

トン社はシートベルト，ショック・アブソーバ

ーなどの一部の部品を除いてはシンクル・ソー

シングを採用している。ただし，わが国の自動

車産業においても 1車種に対しては 1社のみが

特定の部品を納人することは通常おこなわれて

おり，プロトン社の車種の数からいえばシング

ル・ソーシングか妥当という見方もあろう。

充分な規模の経済は慟かないが，他方では範

囲の経済は作用している。すなわち、特定のベ

ンダーか複数の部品をプロトン社に納人してい

るのである。特にプラスチック部品については

この傾向が強い。これは，視点を変えればシン

グル・ソーシンクてあっても現丈にはi替在的な
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競争企業かベンター内にも存在することを意味

する。

シングル・ソーシングではプロトン社とベン

ダー間で双方独占の形態が創出されており，プ

ロトン社側からの価格要求はあるが競争の排除

に起因する生産効率の低さ，コスト感覚の鈍化

などの問題点がでる可能性がある。これらを生

じさせないために，プロトン社は前述のような

QCD, 4 M, TCA活動によるチェックをおこ

なっているのである。また，乗用車市場はプロ

トン社による寡占状態にあるためプロトン社の

ベンダーに対する交渉力は強くなり，プロトン

社との取引の停ltもしくは減少がベンダーにと

っての死活問題になる状況では，ベンダーの地

位を失うことのコストは大きく，ベンダー側に

規律メカニスムか働く（注lli。さらに潜在的な競

争者があるという意味では市場はコンテスタフ

ルであり，このときコンテスタプル・マーケッ

トの理論の教えるところによれば，市場の均衡

価格は限界費用と平均費用に等しくなる。した

がって，潜在的な競争者が存在する限りにおい

ては，シングル・ソーシングであっても部品の

価格が市場価格を逸脱することはない。

ベンダー側からすれば，シングル・ソーシン

グは一定規模の製品の納人を約束されることで

あり，これによりサンクコストの発生が抑えら

れる。特にプミプトラ企業の場合は育成の対象

となっているため，サンクコストはほとんと発

生しないとみてよいであろう。

ただし， 1995,96年の箪者によるプロトン社

てのヒアリングから，同社はすでにシンクル・

ソーシングを廃止し．複数のベンダーから同一

の部品を購入しており，ベンダー間の競争を促

進する方向に政策を転換していることが明らか

10 I 
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となった。

5. プロトン協力会 (PPP)

1992年7月9日にプロトン社の協力会である

PPP (Persatuan Pembekal Proton/Proton Ven-

dors'Association)が設立された。これはプロト

ン社主導により，二菱自工の協力会である柏会

と同様な組織の形成をはかったものである。

PPPの事務局はプロトン社内にあり，その役

割も当初はプロトン社がおこなっていた月例の

ブリーフィングを PPPの例会においておこな

うというものであった。このほかの PPPの役

割としては日本への研修旅行の主催，親睦を目

的としたゴルフ大会の開催などがあったが．近

年その活動の内容を向上させ， SIRIM,CIAST 

(The Centre for Instructor and Advanced Skill 

Training), NPC (National Productivity Corpo-

ration)など公的な機関との協力によるメンバー

向けの技術研修会の開催など，実質的にメンバ

ーの活動にプラスになるものが増加しつつある

（以前はプロトン社がベンダーのために公的機関で

の研修コースを設定していた）。これら機関での

研修も技術移転の一形態と考えられる。また，

年に 1回開催されるティナーての各種プロトン

・アワードの発表は，ベンダーにとってのイン

センティプともなっている。

PPPの諸機能のうちベンダーが里要とした

点は，情報の共有と人的ネットワークおよびビ

ジネス・ネットワークの形成という機能であっ

た。特に後2者については，実際にベンダー間

の取引が開始されるなど実績をあげつつある。

しかし，全般的に日本での協力会ほどには横の

つながりは強くない。これは，マレーシアでは

特定の企業との強い結びつきを好まない傾向が

ある点や，協力会そのものに不慣れな点か原因
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といえよう。 PPPの形成とその活動は他のマ

レーシア現地企業にも影響を与え，国営石油公

社や電力会社なども同様の協力会を設立しよう

という動きをみせていた。

上記のプロトン社によるベンダー育成のため

の諸方策は全体が有機的に結合し，その機能を

果たすものであるが，その他にもこれらに関連

する方策がみられる。まず，技術面については

ケースは少ないがプロトン社がマレーシア技術

大学 (TechnologyUniversity of Malaysia)に依

頼し，ベンダーとともに技術開発を進める場合

がある。また，調査時点以後の動きとして TC

P (Technical Cooperation Programme)があげら

れなこれは，プロトン社とその販売会社であ

るEON(Edaran Otomobil i¥asional Bhd.)が中

古車や部品を職業訓練学校に提供し，文部省の

自動車関連訓練スキームのもと講師を派遣して

もらい技術者を育成するというものである⑮15)0 

また，強調したい点としてベンダーにおける

プロトン社からの転職者の受け人れがある。彼

らの多くぱ技術者である。これはプロトン社に

とってぱ社内で育成した技術者の流出を意味し．

育成のコストが回収されないことになるが，ベ

ンダーにとってはプロトン社が要求する技術に

習熟した人材の確保となる。特に中小企業の場

合は優秀な技術者の不足に悩まされることが多

いが，プロトン社からの転職者の受け入れはこ

れらの問題を解決する一つの手段てある。この

意味て，プロトン社はベンダーにとっての技術

者の供給源ともなっているI})である。

プロトン社は国策企業であり，ベンダー育成

をもその設立目的にあげている企業ではあるが，

設立から15年しか経ていない新興企業であるこ
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とに変わりはない。まだ発展途上にあり，技術

面で二菱自工に依存しており，三菱自エからプ

ロトン社への技術移転が進められているが，他

方ではプロトン社は自社のペンダーを育成する

役割を担っている 3 この意味でプロトン社は二

面的な性格を有しているといえる。また，ベン

ダーのなかには外資系をはじめ，大規模な企業

もあり，さらにプロトン社よりも長い歴史を持

つ企業もある。これらの企業はベンダーであり

ながら一方でプロトン社では把握できない技術

などを持ち，逆にプロトン社を支える役割を果

たしている場合もある。

最後にプロトン社からベンダーヘの技術移転

の全体像をボしておくいt16)。プロトン社による

ベンダー育成の中心となる巡回指導のなかても，

プロトン社からベンダーヘの技術移転は重要て

ある。プロトン社からベンダーヘの技術移転は

より広範囲にみれは，芝菱自エからプロトン社

へ移転された技術のさらなる移転となる，3 これ

にマッチ・メイキングを通じての技術移転を含

めると，技術移転の形態としては企業内移転

（三菱自上からプロトン社）と企業間移転（プロト

ン社からベンダー， もしくは柏会メンバーからベ

ンダー）のメ又方が含まれるのである c 移転され

る技術の内容は生産技術と製造技術に大別され

うる。前者をいわゆる生産に必要な技術．後者

を上程改善などの生産性，品質l{l]上のための技

術とすれば．プロトン社からベンダーに対して

tに製造技術が移転され，生産技術の場合はそ

の一部が移転されることになる（図 2参照のこ

と）。通常アセンプラーであるプロトン社の打

する生廂技術はベンダーの欲するそれとは令父

することが少ないため，必要な牛産技愉はマッ

チ・メイキングにより人手される。そU)際に製

マレーシア国民車プロシェクトと裾野帝業の形成

図2 ヘンダーヘの技術支援

1 

I 
三菱自工 柏会メンパー

I --

I 

a1 lb) 
__! 

- - ≪ - 1 

プロトン社
I 

! 
:a1, (b) 

•-- ［ 
I 

ベンダー一
i - ---
ia:，！b,1 
I 

公的機閉 (SIRIM、NPC,CIASTi 

（出所） 箸者作成し

1a1 (bJ 

(l主J aは製造技術を， bは生産技術を表すCb'は
生産技術の移転か限定されることを表すC

造技術も移転される可能性が高い。また， PPP

の機能のなかでも言及したが，公的機関での研

修によりそれらを獲得することも可能てある。

（注 1) 本節は主｝こプロトン社ての筆者のヒアリン

グと以下の論文によった,Hattori Mitsuo, "How to 

Apply Japanese Vendor Cooperation System in 

:¥falaysia,''Paper presented at the Entrepreneur 

Forum "Building Malaysian Entrepreneurs to 

Meet Future Challenges-Learning from the 

Japanese Experience-," 28-29 June, 1993/ Ab. 

Rahim Bin Husain, "Productivity Improvement 

Programme for Proton's Vendors," Paper present-

ed at the ~ational Productivity Center Seminar, 

11'May, 1993/Abd Rahim Hussain, "Proton as a 

:¥farketing Intermediary and S1iecial Export Link. 

The l'ayung Concept," in Enhancing flltm-lndust;y 

Linkag€s. • Tiu, Rolc (}.f Small and Medium S疇

industries, ed. Ismail Muhd Salleh and Latifah 

Rahim (Kuala Lumpur: Institute of Strategic and 

International Studies (ISIS) :¥1alaysia, 1992)/Tony 

Chan Kok Chuen, "Specific Opportunities for In-

vestment as a V endo1ゾSub-Vendorto PROTO);," 

Paper presented at the Seminar on Investment 

Opportunities in the Manufacturing Sector, organ-

ized by.¥1alaysian Industrial Development Au-
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thority, 8-9 June, 1996 

（注 2) わが国の自動車産業で典型的にみられる

下請けシステムの持つ経済合理性についてはコスト

削減，特化のメリットなどかあけられている。また，

そのシステム自体を況明しようとする試みもなされ

ており，中間組織論という考えか研究者により唱え

られた。中間組織論については今井賢—•^ •伊丹敬之

「 H本企業と市場—ー巾場原理と組織原理の柑互浸

透一一」（『季flj現代経済J 第43号 1981年辺）など

を参考とした。『ヒシネス レヒュー』(-橋大学）

Vol.39 No.4 1992年3月は中間組織に関すろ特集

を組んている。また，わが国の系列・ト誼；ナシステ

ムのアシアヘの移転に言及しているものとして以ト

の論文がある。高田亮爾「アシアにおける日系進出

企業と企業間分業関係-（日本中小合業学会組『新し

いアシア経済圏と中小企業』同友館 1994年）／小野

五郎 rLJ本におけるド請生産構造り変遷ー（北村かよ

子編『機械産業の国際化と部品調達.l アシア経済研

究所 1990年）／港徹雄「タイにおける企業間分党と

信頼財の蓄積」（北村かよf編『ASEAN機械産業の

現状と部品調達』アシア経済研究所 1992年）

（注3) 大/1|-ゴ rt]・小浜裕久『経済発展論ー [l 

本の経験と発展途lこ国 ー』東洋経済新報社 1993 

年 212~214ページし

（注 4) 本台進『大企業と中小企業の詞時成長ー一

企業間分業の分析ーー』同文舘 1992句第 1章。

（注5) ベンダーU)みかアクセスU1能と¥)う点を

重視すれは，プロトン社の経営資源はヘンダーにと

って「クラプ財」といえる。また，伊丹敬之「見え

る手による競争ー一部品供給体制り効率廿． J （伊

丹敬之・加護野忠易他著『競争と某新ー自動車席

業の企業成長―-』東洋経済新報社 1988年） l52ペ

ーシては，特に情報センターとしての視会tlり）機能

か指摘されているし

（注6) Hattori, "How to Apply...," p.14. 

（注 7) プロトン社での筆者のヒアリンク；こよる。

（注 8) プロトン・コンポーネント・スキームの

もとにプロトン・プミプトラ・ベンダー・スキーム

かあり， 1（）（））jリンキの融資は通産省のもとりプロト

ン社による技術支援の一環である。それ以外に通常

0)中小企業用の融資も受けられるc

（注9) ベンダーI))巡回指導はプロトンttu)みな

らず[1系企党が最も屯視するfi成打法である。 H本
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貿易振興会クアラルンプール・センター『NIES,

ASEAN：こおける日系製造業企業の活動状況：マレ

ーシア』クアラルンプール H本貿易振興会 1992 

年 13ページ。

（注10） プロトン社での筆者のヒアリングによるc

（注11) 港「タイにおける企業間分業・…•-」を参

照のこと。

（注12) 生産技術と製造技術の分類については日

本能率協会編『トヨタの現場管理 新版J 日本能率

協会マネジメントセンター 1986年 8ページを参照

(1)ことくこまた．技術．技能に関してはヘンダー側に

関係特殊的技能か形成されるということも指摘され

うる。これについては浅沼萬里「日本におけるメー

カーとサプライヤーとの関係一ー『関係特殊（I勺技能』

の概念U)抽出と定式化一ー」じ経済論叢』［京都大学

第145巻第1• 2号 1990年 1• 2月）を参照のこと。

（注13） プロトン社内資料：こよる。

(itl4) 伊丹 f見える手による競争・・・・..c 154~ 155 

ページ C

（注15) Abdul Rahman Abdul Aziz, "Nurturing 

of Bumiputera Sl¥lls through PROTON's Vendor 

Scheme: A Case Study of Tracoma," in The Devel-

opment 1)fBumゆuteraEnterprises and Sino-Malay 

Economz(、 Cooperation,ed. Hara Fujio (Tokyぃ

Institute of Developing Economies, 1994), p.31. 

（注16) 詳細については Anazawa Makoto, 

"Technology Transfer in the Automobile Industry 

in Malaysia.:__PROTON and Vendors-"(『商学討

究』（小樽商科大学〕第47巻第4号 1997年3月）を

参照J)こと。

III プロトン・ヘンダー

1. プロトン社とペンダー

1993年秋の段階てプロトン社のベンダー数は

116社であった⑪］）。 これらのベンダーとプロ

トン社とり契約」ヅ）関係は、句年結はれる購買

契約である。契約の時点で価格が決定されるが，

プロトン社は同社の基準により原材料の価格ま

でチェゾクし，これをもとに価格交渉かなされ
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る。また．ベンダーは日本におけると同様，承

認図メーカーと貸与図メーカーに大別可能であ

るは2)。これらのベンダーに対してプロトン社

は月例のミーティング（プリーフィング）にお

いて 1カ月の生産量についてその計画を通告し

ていたが． PPP設立後はこれはプロトン本社

でおこなわれる PPPの月例会での報告に替わ

った。その他に，向こう 4カ月の予測と必要納

人鼠がベンダーに対して告けられる。一灯． H

々の配送についてはコンピューターでその最が

調整され．プロトン社からベンダーに対して発

送注文が出されるe プロトン社はジャスト・イ

ン・タイム (JIT)システムをとっており，ベン

ダーは製品を直接プロトン社の丁り場へ運ふ。配

送頻度の高いシートは20分ごとに 1[］20回、タ

イヤは 1時間ごとに 1日12回配送されるげ:,)0 

プロトン社のベンダーとなるには．通常はベ

ンダー側かプロトン社に対して取引を開始した

いとの要請を出すことから始まる。これを受け

てプロトン社は．ベンダー候補となる企業にサ

ンプルの提出を要求する。これらのサンプル部

品のテストは現在はプロトン社がおこなうこと

が多いが，調在時点では主に日本でテストがお

こなわれていた。このテストに合格したのち，

価格交渉があり，購買契約へと進む。その他に

必要と認められる場合や当該製品を製造nJ能な

企業が限定される場合は，プロトン社側からオ

ファーがなされる場合もある。また，ベンダー

はマレーシアの政策との関係てブミプトラ企業

が優先されることが多い川4)。ブミプトラ企業

以外のヘンダーの場合は当該製品がプミプトラ

企業により生産可能となると，購買契約の更新

がなされない事態も起こりうる，また， HICO

Mが出貨している企業は比鮫I'内容易にプロト

マレーシア国民車プロシェクトと裾野産業の形成

ン社のベンダーとなりうる。

2. ベンダーの分類とグループごとの特徴

プロトン・ベンダーの経営上の問題点もしく

｛よ支援を必要とする領域については前節で言及

したか，ずべてのヘンダーかこれらの問題点を

持つわけではなく，支援を必要とするベンダー

には共通点があると思われる。以下ては主成分

分析よる総合的な基準に基づいたベンダーの分

類をおこない，そりうえて各グループの特徴を

明らかにし，いずれのグループがプロトン社か

らの支援を必要とし，また，実際に前述の支援

が主にとのグループに向けられていたかを考察

する。主成分分析をするに際し，指標として操

業年数，資本金，従業員数，プミプトラ出資比

率，他のマレーシア人の出資比率，外資の割合，

さらにはプロトン社との取引期間．プロトン社

への販売依存度（令販売額に占めるプロトン社へ

の販売額の比率）を取り上けた。分類の対象と

なる企業は1993年にヒアリングをおこなった72

社，アンケートのみの回答をえた 2社の計74社

であるこのうち，いくつかの指標について数

値をえられなかった 8社を除いた66社について

--t成分分析をおこなった。参考のため分析結果

を表3にぷし，そして66社0)主成分得，点をプロ

ットし，グループ分けしたものを図 3にポした。

横軸を構成する第 1主成分についてみると．プ

ミプトラの出資比率が高く，さらに販允額に占

めるプロトン社への依存率が高い企業ほどプラ

スの値をぷす傾向にある。 ‘•Jiでプミプトラ以

外のマレーシア人の出資比率が高いほど，企業

の規模をぷす資本鉱従業員数が多いほど，ま

た，操業期間が長いほどマイナスとなる傾向か

強くなる，第2t成分については資本金．従業

員数，外資の出資比率が｝くさいほどフラスの仙

I05 
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表3 主成分分析結果

固有値表 固有値 I 寄与辛 累積寄与率

第1主成分 2. 829432964 j I O. 3536i9121 0. 353679121 

第2主成分 2.009380817 0.251172602 0.604851723 

主成分負荷量 第1主成分 第2主成分

操業年数 -0.681120175 -0.101603259 

資本金 -0. 438365508 0.717959662 

従業員数 -0.524327851 0.615506813 

プミプトラ出資比率 0.800530154 0.09322084 

他のマレーシア資本 ~ 0. 579898373 -0. 670585425 

外資比率 ~ 0. 345987005 0.654714377 

プロトン社への供給年数 Io.437455222 I -0.428814552 

販売のプロトン依存度lo.78116549□。.183943223
一~ ~ ~一
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を示し，逆に他のマレーシア人の出資比率とプ

ロトン社との取引期間の長さがマイナスに作用

する。これらの特徴をもとにベンダーを図3に

あるように，第 1および第4象元に位箇するグ

ループA (30社），第 3象元に位置するグルー

プB (23社），そして第2象元に位置するグルー

プC (13社）の 3つのグループに分類した。

それぞれのグループは以F(}）ような特徴を有

している。すなわちグループAに属する企業は

プミプトラの出資比率が高く，さらに販売額に

おいてもプロトン社への依存度が高い企業であ

る。一般に操業年数は短く，比較的最近に設立

された企業が多くみられる。次にグループBに

属する企業であるが，このグループの資本構成

面の特徴としてはプミプトラ以外のマレーシア

資本が多いことである。また，操業期間が比較

的長い企業が多い。最後にグループCに含まれ

る企業は，すべてが外資系企業であり，突出し

た大企業を2社含んでいる。

プミプトラ企業が同一のグループに属するこ

とはある程度予想されたが，華人系企業を中心

とする他のマレーシア資本の企業と外資系企業

もかなり明確に区分された。各グループの特徴

からも，主にどのグループにおいて技術を含む

経営資源が不足し，プロトン社からの支援をよ

り多く必要とするかが推測されるが，以下では

現地調査をもとにより詳細に各グループに含ま

れる企業について考察し，各グループの実像を

明らかにしたい（注5)0

(1) グループA企業

このグループに含まれる企業の大半は．プロ

トン社とのビジネスに大きく依存するブミプト

ラ企業である。自動車産業，特に乗用車におけ

るプロトン社の寡占状況を勘案すれば，自動車

部品産業の多くがプロトン社を最大の顧客とす

るのはある意味では当然といえる。したがって．

ほほ全韮をプロトン社もしくはプロトン社の他

のベンダーに供給している企業も多くみられる。

これら販売面でプロトン社に依存するのみなら

ず，経営資源においてもプロトン社に依存する

ところか大きい企業がこのグループに含まれる。

そのなかには中小企業も多く，さらにプロトン

社の設立以降にできた企業も多い後述するよ
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うにプロトン社による技術支援を最も高く評価

し，かつ享受しているベンダーからなるグルー

プともいえる。

より詳細に観察するとグループA内の企業も

いくつかのサブ・グループに分類されうるが，

まず特徴的なものとしてプミプトラの新興企業

グループが自動車部品産業に進出するケースが

あげられる。それらの代表的な例として，サプ

ラ(Sapura)グループとウスラ (Usura)グ）レープ

について簡単に触れておく。サプラは1975年に

設立されたブミプトラ企業である。惰業の中核

は通信機器関連ではあるが，持ち株会社のもと

に1993年現在23社のf会社を持ち，そのうちの

金属加工関連に属する 3社がプロトン社のベン

ダーとなっている。最も早く 1981年に設立され

たサプラ・オートモーティブ(SapuraAutomo-

tive Sdn. Bhd.)は，プロトン社の操業開始時か

らのベンダーである。ついで1984年にはメタル

・フォーマーズ(MetalFormers Sdn. Bhd.), 85 

年にはサプラ・マシニング(SapuraMachining 

Sdn. Bhd.)が設立され．それぞれ92年， 91年か

らプロトン社へ部品を供給している。さらにサ

プラが52％出資しているイングレス(IngressSdn. 

Bhd.）も． 1991年からプロトン社に供給を開始

している。このうちメタル・フォーマーズ以外

は製品の80~100％をプロトン社に供給するプ

ロトン社依存型の企業である。また． 1ttはマ

ッチ・メイキングの対象企業でもあり．各社と

もプロトン社からの転職者が多いことも指摘さ

れうな

ウスラ・グループは1984年に設立された100%

ブミプトラ出資の持ち株会社のもと．貿易，建

設関係のビジネスを手がけ． 89年以降製造業に

も参人を果たし，グループのうち 3社がプロト

マレーシア国民車プロジェクトと裾野産業の形成

ン社のベンダーとなっている。うち 2社はプラ

スチック加工， 1社は金属加工をおこなってお

り，特にプラスチック加工の2社はプロトン社

への納入を目的として設立されたといえる。こ

れらの企業ではプロトン社からの転職者か技術

面の中枢を担っている。サプラ，ウスラ両グル

ープ以外にも EPポリマーズ (EPPolymers)グ

ループ内の 3社もこのサブ・グループに属する。

その他のケースでも企業設立に際し，複数の

企業からなるグループを形成する場合と，単独

の企業の場合の 2つの形態が観察された。前者

は政府の中小企業育成のプロトン・コンポーネ

ント・スキームに乗り政府の融資を受けるため

に企業規模を抑える必要があったこと，および

複数の製品を製造し，個別に技術提携をする必

要かあったことなどがその原因てあった。一方，

後者は単一の製品または同，ー0)技術で生産可能

な部品を複数製造するケースが多い。

グループAの企業の多くはプロトン社依存型

の新興プミプトラ企業といえ，近年のプロトン

社のベンダー数の増大は主にグループAに属す

る企業によるものであった。新興の中小企業も

多く，そのため，技術を中心とした各種経営資

源0)不足が目立つが，これらの企業に対するプ

ロトン社からの支援も手厚いものになる。これ

ら企業とプロトン社との関係は，彼らのプロト

ン社への一方的依存という形態になる。前述の

プロトン・コンポーネント・スキームのもとで

の政府融資を受けている企業はすべてこのグル

ープに属し，マッチ・メイキングの対象となる

企業が多いことも特徴的である。換言すれば，

多くの企業がプロトン社の設立の目的であるブ

ミプトラの裾野産業の育成という政策に則って

参人してきたといえ，資金面の不足はプロトン
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・コンポーネント・スキームの政府融資により，

技術面の不足はプロトン社の指導もしくはマッ

チ・メイキングにより補填される。前節の図2

にポされた技術支援の主な対象となる企業もこ

れらの企業である。さらに技術面の責任者とし

て．そしてプロトン社とのコミュニケーション

の円滑化のためにプロトン社からの転職者を多

く採用する企業でもあり，人材の供給において

もプロトン社に依仔している。ただし，近年過

度のプロトン社依存から脱却し，納人先の多様

化をはかり， リスクを分散させようとする動き

が現れつつある。その意味では， 1994年から生

産が開始された第2国民車はこれら企業にとっ

ては格好のターケ、ソトであった。また，自動車

産業に限らず家電など他の産業に進出を試みる

企業もある。

(2) グループB

このグループに属する企業は主に華人系の操

業年数の長い企業であるが，これらは他産業か

らの参入組とプロトン社設立以前からの自動車

部品メーカーに分けることができる。ただし，

数のうえでは前者か多くみられる。他産業から

参人した企業についても，，；＇` 條即こ検討するとさ

らにいくつかのサプ・グループに分類可能とな

る。まず，参入以前の生産品を基準にすると，

2輪車の部品，電機部品が中心となる。 2輪車

部品メーカーの場合， 4輪車と類似した部品も

あるため．参人は比較的容易であると思われる．9

また，マレーシアの 2輪車メーカーはすべて日

系企業との合弁てあるため，これら企業への納

人により培われた技術はプロトン社用の製品の

製造にも生かされていると思われる。もう一つ

のサブ・グループを形成する電機産業へ製品を

供給していた企業は．その大半が日系の家電メ

108 

ーカーヘ製品を納入していた企業てある。マレ

シアの日系家電メーカーは輸出指向性が強く，

ベンダーに対しても製品価格が競争的であるだ

けでなく品質面でも高い水準を要求する。プロ

トン社は三菱自エが参加しているため，品質に

対する厳格な基準設定など日系企業に共通する

側面を有している。そのため，産業は異なって

も高い品質を要求する日系家霞メーカーヘ製品

を供給していた現地企業か参人する余地はある。

産業別でこれらの企業を分類すると金属加工，

プラスチック，ゴムに属するメーカーが多くな

る。傾向的には 2輪車からの参入組には金属加

I関連の企業が多く，家電からの参人組には金

属加工とプラスチック関連の企業が多い。

次に既存の自動車部品メーカーについて検討

ずる一、これらの企業はプロトン社設立以前の C

kl)時代から部品を供給していた企業かそのま

まプロトン社にも製品を供給する形であり，部

品産業の展開としては最もオーソドックスな形

態である。これらに属する企業はマレーシア自

動車部品工業会(MalaysianAutomotive Compo-

nent Parts Manufactures Association)のメンバ

ーが多しヽ が， さらに 2つのサプ・グループに細

分化されうる。第1はバッテリー，スパーク・

プラグなど補修市場が見込める製品を生産する

介業であり，これらにはプロトン社設立以前か

ら参人している企業が多い。次にあげられるも

のが既存の CKDメーカーの関連企業である。

これらの企業はグループ内 CKI)メーカーヘの

納）‘u)みならずプロトンtl．に納人することによ

り、プロトン社の市場シェア拡大に伴いグルー

プ内では減少する取引を補い，さらに生産規模

の拡大を目指すものである。また，一部の企業

は BBC スキーム Hi•6)のもとで他の ASEAN 諸
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国に製品を輸出している。その代表例がタン・

チョン・モーターズ (TanChong Motors)グルー

プのオート・パーツ・ホールディングズ (Auto

Parts Holdings Sdn. Bhd.）傘下の企業である。

同社は1985年に設立され，それ以前から日産車

のCKDをおこなうタン・チョン・モーターズ

に部品を納人していたグループ内部品メーカー

14社を傘下に持ち．その後92年に新たに 1社が

加わり， Jtl5社を擁するマレーシア最大の自動

車部品メーカーグループである。なお．企業数

の増加は技術提携の関係による。グループ全体

の売上げは2億5000万リンギを超えており，総

従業員数も約1700名 (1992年）であった。これら

15社全体ではプロトン社を含むすべての自動車

メーカーに部品を納人しているが．プロトン社

に納入しているグループ企業は1993年現在4社

である。同じくグループ内のみならすプロトン

社へも部品を納入い部品メーカーの生き残り

を果たしたのがUMW(United Malayan Works) 

グループである。 トヨタ系のじMWグループ

I))自動車事業部にはアセンプラーであるUMW

トヨタ・モーター (UMWToyota Motor Sdn 

Bhd.）の下に 3社の100％出資の部品メーカーが

あり．そのうち 1社がプロトン社のヘンダーに

なっている。さらに，部品事業部に属する 2社

がプロトン社に製品を供給しており，合計3社

がプロトン社のベンダーとなっているっこれら

大手のほかに部品メーカーを傘ードに持つ企架グ

ループげいがあり，プロトン社の生産開始とと

もに既存企業の拡張や新規の企業設立をおこな

ったも I))もある C

このグループに属するベンダーは操業年数の

長い企業が多く． ＾般に技術力があり．その他

マレーシア国民車プロシェクトと裾野産業の形成

ころは少ない。また，特定の技術の入手につい

てはプロトン社によるよりも独自のルートを通

じて，すなわちマッチ・メイキングによらずに，

必要な技術，特に生産技術を外国企業との技術

提携などにより人手している企業が多く，グル

ープAの企業よりもプロトン社への依存度は低

いと考えられる。

(3: クループC

筆者の調査では， 1993年の時点でプロトン社

の全ベンダーのうち外資を含む企業は28社てあ

った。その中心ぱ日系企業 (17社）であるか，

その他に欧米系（ドイツ系4社，米国系 3社，英

国系 l社）とアシア系（台湾系2社，タイ系 l社）

企業が含まれる。グループCに含まれる企業は

すべて外資を含むが，外資の出資比率が低い企

業のなかにはグループBに含まれるものもある。

これらの企業は外資系企業ではあるが自動車

部品メーカーはマレーンア国内市場への供給が

中心となる企業が大半を占め，同国の外資出資

比率ガイドラインに従い，外資出資比率は一般

に翡くはなく，外国人による少数所有となるケ

ースが多い。他方で， 一部の輸出指向企業のな

かには100％外資のケースや外資か過半を占め

るケースもみられる Q

日系企業の場合，プロトン社設立以前から C

KDのもとでの部品国産化計画に伴い進出した

ケース（いがあるが，その際には狭監な国内市

場を考慮して 4輪車だけでなく 2輪車にも製品

を供給する企業もあった。その他の日系ベンダ

ーにふプロトン社への供給を目的とした企業

と他の産業から参入した企業がある。特に後者

には，電機，ゴム，ガラス関連の企業が含まれ

る 欧米系のヘンダーtよ北部のペナン地区に多

の経営賓源についてもプロトン社に依仔すると いが、 ロバート・ボッシュ (RobertBosch (M) 
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Sdn. Bhd.)のように自由貿易地区に立地し，マ

レーシア市場のみならず海外市場をも視野に入

れた活動をおこなっている企業もある。これら

日系，欧米系と並んで台湾系企業2社とタイ系

企業1社が入っていることは注目に値しよう。

ちなみにタイ系の企業は HICOMとの合弁企

業である。

外資系企業は比較的規模が大きく，高い技術

力を有するものが多いといえる。これら企業で

は必要とする経営資源は基本的には親会社から

供給され，経営者，技術面の責任者も外国人が

多い。それゆえに，技術面ではプロトン社から

の支援を必要とするところは少ない。前節でみ

た生産技術，製造技術の双方が親会社から移転

可能である。また，特定の技術についてはプロ

トン社でさえ充分には把握しておらず，いわゆ

るブラック・ボックスとなっている技術がある

が，外資系企業はこのような技術を有するもの

が多い。取引の開始にあたってプロトン社から

の接触があった企業が多く存するのも，このグ

ループの特徴である。

（注 1) プロトン社内資料による。

（注2) 承認図メーカー．貸与図メーカーの分類

については浅沼萬里「H本における部品取引の構造

ー自動車産業の事例―-」（『経済論叢』〔京都大学］

第133巻第3号 1984年3月）を参照のこと。

（注3) プロトン社での筆者のヒアリングによる。

（注4l 1996年央の時点で．プロトン社のベンダ

-140社のうち65社がブミプトラ企業てあった。

（注5) 各社のデータはそれぞれの社内資料およ

びヒアリングによる。

(tl:: 6) Brand to Brand Complementation 

Schemeの略称てあり， 1988年10月(j)第20回ASEAN

経済閣僚会議で合意に達した域内自動卓部品融通協

カ体制のことである。このスキームのもと同一プラン

ド内での部品流通に関して50％の特恵マージンと国

産化品定の特典か与えられる。

IIO 

（注7) プリマル・ホールディングズ(BrimalHold-

mgs Bhd.)．ユナイテッド・インダストリーズ (United

Industries Sdn. Bhd.）がある。

（注8) 日本電装．カヤバ，池田物産， NGKスパ

ークプラグ，ホンダ．三宝などがあげられる。

w ヘンダーによる評価

前節でのベンダーの分類に引き続き，本節で

はこれら 3グループに属する企業がプロトン社

の提供する各種の支援のうち技術支援について

どのような評価を与えていたかを考察する。こ

れは，巡回指導を通じての技術支援のみかすへ

てのペンダーを対象として実施されたからであ

る。全ベンダーにアンケートを送付し，そのう

ち38社より有効回答がえられた。これら企業を

前節のグループ分けに基づき分頬したところ，

15社がグループAに属しており，以下，グルー

プB企業は12社，グループC企業は11社であっ

にこれら企業に対してプロトン社による技術

面での支援について 5段階評価 (5点は非常に

有効，以F4、点はかなり有効， 3点は普通， 2紅、

はあまり有効ではない，そして 1点は全く有効て‘

はないとした）をしてもらい，そのポイントを

グループことに集計したものが図4である。質

問内容は第II節で言及したプロトン社による支

援の内容を反映するものであり，製造技術に関

する項目か中心である。フロトン社による技術

支援の中心か巡回指導であることに鑑み，プロ

トン社による支援全般に対する評価のほかに第

II節で取り上げたQCD活動， 4M活動，そし

てそれらの基礎となる 2S • 3M運動（整理，

整頓・ムリ，ムダ，ムラの排除）についての評価，

また， QCD,4Mが生産性と品質の向上に果た

した役割について質問したぶさらに，より具体
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マレーシア国民車プロジェクトと裾野産業の形成

図4 プロトン社の技術支援に対する評価

（点）
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的に巡回指遵，特に QCD活動のなかでプロト

ン社側が喧視していた項目を質問事項の⑫から

⑱としてベンダー側の回答を求めた。ベンダー

による評価を集計した結果，前節での考察から

も容易に推測されるように， グループAがプロ

トン社の支援に対して最も高い評価を与えてお

り．全ポイントの平均は約4.0であった。

についでグループBの企業が高い評価を与えて

おり，同じく全ポイントの平均は約3.5であっ

た。一方．グループCの企業は全般的にプロト

ン社の支援に対してあまり高い評価を与えてい

るとはいえず．全ポイントの平均は約2.8であっ

た。図4からも明らかなように，

目でグループAの評価が最も

プB, Cの順であった。なお，

これ

ほとんどの項

く，以下グルー

3つのグループ

間でプロトン社の支援に対する評価について統

計的に有意な差があるか否かを分散分析を用い

て分析した結果， これらの3グループは 1％水

準で有意な差があることが確認された。

次に，個々の質問項目をみると，いくつかの

特徴的な点が指摘される。質問①から④は，全

体としてのプロトン社の支援およびそれらが生

産1•It向上や，品質の向上，欠陥率の減少に貢献

したかを問うものである。

比較的少なく，質問①についてはグループBの

平均かグループAの平均を少し上回り，欠陥率

の減少についても両者はほぼ同ポイントであっ

た。

3グループ間の差は

それに引き替え， QCD,

についての評価は特に後者の 2つについて 3グ

評価かえられたが．

った。

4M, 2 S • 3M 

ループ間の評価の差が大きい。 QCDについて

は概ね各グループにおいて全項目の平均以上の

4MについてはグループA,

BO)企業か高い評価を与えたのに対し， グルー

プCの企業の評価はこれに比して低いものであ

4MはQCDよりもより根本的な事項の

抽出と支援を目指すものであり， グループA,

I I I 
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Bの企業においてはこれらの支援をも必要とし

ていたが，グループCの企業にとっては重要な

ものではなかったと考えられる。生産現場での

より基本的活動である 2S•3Mについてはこ

の傾向かさらに顕著であり，グループAの評価

が4Mよりもさらに翡く， 一方， グループCで

は評価はさらに低くなっている。質問⑧から⑪

では QCD, 4Mがそれぞれ生産性の向上と品

質の向上にいかに貢献したかをfl¥lうているが，

評価はグループA, B, Cの順に高いが，グル

ープA, Bは質問⑤，⑥に比して低い評価を与

えており， QCD,4 M全体の評価と具体的な生

産性や品質の向上との評価の間に乖離がみられ

る。次に生産現場におけるプロトン社による主

要なチェック項目となる質問⑫から⑱について

みると，全般的にグループCの評価かこれまで

の項H以上に低調である。グループA, Bにつ

いては，質問⑧から⑪の評価と比して全体とし

ては差がない。そのなかでグループAが比較的

高い評価を与えた項目はエ程管理と生産計画で

あり，グループBはエ程管理と製品開発に比較

的高い評価を与えていた。

これらの結果から各グループ間にプロトン社

の支援に対する認識の相違があることが明らか

になったが，これには前節で考察した各グルー

プの特徴がほばそのまま反映されていることが

わかる。グループAは新興のプミプトラ企業の

特徴を，グループBは既存の華人系のメーカー

の，そしてグループCは外資系企業の特徴を現

していな技術の蓄積度はグループCの企業が

最も高く，ついて，グループB, A0)）II[［と考え

られ， これがアンケートのポイントに如実に現

れている。さらにグループごとの評価の差は，

技術力の蓄積だけてなく技術が移転される経路

I I 2 

とも密接な関係かあるように思われる (itl)。ク

ループAの企業はもっぱらプロトン社からの支

援に依存し，他の移転の経路が限られた企業で

ある。そのためプロトン社からの技術支援に対

して高い評価を与えている。それに引き替えグ

1レープB,Cの企業の場合，その技術面の支援

はプロトン社からのものに偏らない傾向がある。

グループBの場合は独自のルートでの技術提携

などにより必要な技術を入手することも可能て

ある。 一般に操業年数も長く，すでに他の産業

での実績がある企業や日系企業との取引実績を

持つ企業か多く，グループAの企業に比べれば

技術の蓄積も進み．移転の経路も多様化してい

る。しかし，依然としてプロトン社からの支援，

特に製造技術の基本的側面に関する QCD,4M, 

2S・3Mに［ふ評価を与えていた。これはク

1レープBの企業かプロトン社から他の企業との

接触においてよりも強く品質やコストを意識さ

せられていた結果， もしくは，プロトン社によ

る巡回指導か他の企業のそれよりも徹底してい

たことの現れと考えられる。クループCの企業

は外資系企業であるため，技術についても親会

社｛こ依存する面か強く．プロトン社に依{fする

ことはないr 技術移転の経路か明確であり，高

い技術力を有する企業が多いことが全体として

の評価の低さに現れている。

（注1) こJ)点については Anazawa,"Technol(）・

gy Transfer..."を参照のこと，9

v 結語

本稿てはマレーシアの国民車を生産する国策

企業プロトン社によるベンダー育成の実態と主

史な育成対象企業群，さらにはベンダーによる
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プロトン社の技術支援に対する評価を現地調査，

アンケートの結果をもとに考察したc そこから

明らかとなった点は，同国のブミプトラ政策に

則りプロトン社の育成は主にプミプトラ企業，

とりわけ中小企業に向けられていたこと，そし

て，ブミプトラ企業側もプロトン社による技術

支援を高く評価していたことである。これらは

企業間技術移転の有効性を示唆しているといえ

る。もちろん，プロトン社からは技術だけでな

くより広い意味での経営資源の移転かある。 ＾ 

例として，生産計画についてのプロトン社から

の指導を他の経営の分野に応用した企業をあげ

ることができよう。プロトン社は後方連関の創

出によるビジネス機会の拡大をベンダーにもた

らしただけてなく，その他の波及効果も生み出

していたのである。プロトン社から 1))波及効果

は人材面でも生じており，プロトン社からベン

ダーヘ転出した技術者の存在がヘンダーの成長

の一助となっている。その他の波及効果とし

て，ベンダーから 2次｀ド請けへの支援かあげら

れる。一部のブミプトラ・ベンターはプロトン

社とのビジネスを通じて怠速に拡大し，なかに

は2次 1ヽ請けを擁し，それらに対してプロトン

社がおこなったと同様の支援を開始した企業も

あった。

一方で，ベンダーの育成に多数の人材を各部

署から投人することはプロトン社にとっても負

担になりかねず．ベンダーの育成がプロトン社

にとっての足枷になることも考えられる。さら

に，ベンダーの育成を継続せざるをえない状況

が続く限り，プロトン社は下請けシステムが有

する利点を享受しえない。今後は．ブミプトラ

・ベンダーが経営資源の蓄積を進めプロトン社

に過度に依存せず自立することか沼まれる。そ

マレーシア国民車プロジェクトと裾野産業の形成

のためには競争的な環境のなかに彼らを囮き，

自助努力を促す厳しさも必要となろう。これに

関連する最近の動きとして，プロトン社はベン

ダーに対して30％のコスト削減を要求する一方，

ベンダーの利益を圧縮するなと，これまてと異

なりベンダーの育成という次元を離れ競争原理

に基づきベンダーを競わせることに重点を移し

てきていなこの流れの一環として，さらには

海外からの調達までも視野に人れ始めてもいる。

また，プロトン社はベンターの選別と再編を進

めており，ベンダーを30~40社の 1次ベンダー

とこれらに製品を供給する 2次， 3次のヘンダ

ーが層をなす日本のF請けシステムと同様なピ

ラミッド型の組織に編成することを目指してい

る。

1993年の調在時点以降，ヘンダーを育成する

プロトン社の側にも怠速な変化が起こっている。

1995年には新設の鋳物工場においてエンジンの

シリンダーブロックの生産を開始し，ェンジン

部品の現地調達率ぱ65％に達している（注］こま

た， 2000ccの大型車プロトン・ヘルダナ (Per-

dana)の生産も開始された。一方，外に対して

もフィリピンヘの進出や三菱自エと共同てのヘ

トナム進出がみられる。技術面ではシトロエン

と技術提携をおこない， 1100ccクラスの乗用車

の生産を開始した。また， 2008年の完成を目指

してペラ州にプロトン社の第2［場（プロトン

・タウン）の建設も進められており，これか完

成すると生産規模も一気に拡大し，それに伴い

輸出の増大も計画されていなこのような変化

はりのあるペンターに対しては．＾層のビシネス

機会の拡大を意味するといえよう。

マレーシアの自動車産業をみるとダイハッ

か参加し，第2国民車を生産するプロドゥア社

I I 3 
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(Perusahaan Otomobil Kedua Sdn. Bhd.，略称 が期待されている。一方で隣国のタイでは日系

Perodua)の設立 (1993年2月）と1994年からのダ メーカーによるアジア・カーの生産が開始され，

イハツのミラをベースとしたカンチル (Kancil) さらに日系，米国系企業により同国を自動車の

の生産開始により新たに軽乗用車の市場が開拓 輸出基地にしようとする計画も一部実行段階に

され．プロトン社のベンダーのうち 8割以上が ある。そして．インドネシアではマレーシア同

プロドゥア社にも製品を供給している（汁2)。ま 様国民車計画が進行するなど， ASEAN域内で

た．これまであまり大きな市場ではなかった商 も急速な変化が生じている。このような環境の

業車市場についても，ルノーと現代自動車によ 変化への新たな対応が，プロトン社とベンダー

る国民車計画が，さらには第4国民車となる大 にとって不可避となっている。

型トラックの計画もあり，マレーシアの自動車 （注 l) プロトン社内資料による。

産業は国民車による集約が一層進む可能性があ （注 2) プロトン社での筆者のヒアリングによる。

る。

ASEAN域内では， AFTA (ASEAN Free 

Trade Area)のもとでの域内関税の引き下げが

合意されている。また， BBCスキームやさら

にこれを業種に関わりなく拡大した AICO(AS 

EAN Industrial Cooperation)スキーム (1996年発

効）により部品の ASEAN域内での流通の拡大

I I4 

（小樽商科大学商学部教授）

〔付記〕 調査にあたってはプロトン社およびベ

ンダーの方々の協力を得た。この場を借りてこ協

力頂いた方々に謝意を表したい〉
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